運営費交付金の増額等を求める要請書（団体署名）

　　　　　　　　　　　　　　　　
２００８年　　月　　日
財務大臣　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　独立行政法人や国立大学法人の財政を支える運営費交付金が、毎年一律的・一方的に削減されています。独立行政法人の運営費交付金は、一般管理費と業務管理費に区分され、一般管理費は毎年3％、業務管理費は毎年1％削減されています。

　元々、2001年に中央省庁再編と同時に創設された独立行政法人は、「国自らが直接実施はしないが、民間にゆだねた場合必ずしも実施される保障の無い業務」を担い、業務運営においては「自主性は十分配慮される」とされていました。ところが制度発足から７年を経過し、予算や組織、人員、人件費などについて自主性はほとんど認められていない実態となっています。昨年末の独立行政法人整理合理化計画では国からの財政支出の削減や給与水準の適正化も盛り込まれました。
　特に問題なのは、連年にわたる運営費交付金の削減により、国民の安心・安全を守り社会基盤を支える独立行政法人の業務遂行に支障が生じ、国民サービスの低下を来していることです。例えば研究機関法人では、研究費減少に対応するため民間外部資金の導入を進めた結果、外部資金関連業務が激増し、研究者が本来の研究業務に携わることが困難になっています。検査機関法人では、必要な検査機器の購入に支障が生じています。更に、奨学金事業法人では、無利子奨学金希望者が多く、貸与条件を満たしていても貸与されない事例が多数存在しています。
　また、独立行政法人の人件費についても、行革推進法によって平成18年度から５年間で５％の削減が決められています。そのため慢性的な人員不足となり各法人の業務遂行に大きな足かせとなっています。更に正規職員が採用されず、組織の将来が危ぶまれる法人もあります。任期付研究員が増え、研究所によっては過半数に及ぶなど研究の継続性が阻害され、研究員自身の人生設計にも問題が生じています。

以上のような状況を踏まえ、貴職に対して下記のことを要請します。

記

１、運営費交付金については、一律的・一方的な削減をやめ、法人の運営に支障が生じないよう必要な予算措置を図ること。

２、業務の実態に応じた必要な増員を含め総人件費の増額を認めること。

　

　    　取り扱い団体　　日本国家公務員労働組合連合会　電話03-3502-6363
　　　　　　　　　　    特殊法人等労働組合連絡協議会　電話03-5212-4180
